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台湾のスマートシティ産業発展における
サステナブルな経営モデル革新

台湾におけるスマートシティの発展

　台湾の産業はICT製造業を中心に発展した背景があり、世界

のサプライチェーンでも「ハイテク製品生産国」として重要な位

置を占めている。世界的なICT製品産業のソフト・ハード統合化

に伴い、市場の急激な変化に対応する少量多品種生産モデル

がソリューションサービス提供に必要とされている。また台湾の

ICT製品産業のうちソフトウェア産業価値発展GDP比率は米国

や日本等の先進諸国と比べ低い水準にあるため、運営方法や

サービス内容転換の必要に迫られている。一方、台湾と日本はと

もに人口減少・社会構造の高齢化減少に直面しさらに労働力不

足が産業発展停滞を招いており、高齢者介護の問題も政府財

政や社会の大きな負担となりつつある。

　人口構造変化および経済発展課題に直面する中で、行政院

（日本の内閣府に相当）は2017年に「デジタル国家・革新的経済

発展方案」を発表し、台湾のデジタルインフラ建設を完成し技術

発展が経済成長をもたらすことを目標としている。「スマートシ

ティ生活応用発展計画」は前述の政策展望のもと経済部工業

局が2018年に展開した計画で、ボトムアップとトップダウンの二

種類の採用方式で、ヘルスケア・教育・小売・レジャー・エネル

ギー・交通・安全及び農業等の8大分野のスマートソリューショ
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ンに対し補助を提供する。スマート応用サービスへの参入促進

のため革新的な応用サービスを提供する各分野の企業をサ

ポートし、参入計画段階の企業も分野や基盤を超えた統合を検

討できるよう推進している。

 

PFIに基づく経営モデル実施

台湾スマートシティ産業の既存サービスは、B2BやB2Cに属す

る金融小売のほかは大部分が公共管理・防災安全やインフラと

いった公共部門を主要ユーザーとなるが、スマートシティ計画

実施ではスマート公共サービスをスムーズに導入するべく公共

サービスの質や行政効率の向上が求められる。また政府が従来

の調達方式を調整し、単に設備仕様を検収基準とするのではな

くサービス品質を重視するようになると、IoT産業エコシステムも

変化し、サービス提供業者にとっては政府部門とのコミュニケー

ション能力や調整能力が一層重要になる。

　この他、スマート応用サービスの持続的運営を中央政府の補

助に頼らず実現するため、政府は「デジタル国家・イノベーティブ

経済発展方案」において、「着実なPPP (Public Private Partner-

ship)官民協力により政府と民間資源を結合しデジタル国家を

開拓する」ことを提示し、PPP制度を十分理解したうえで、政府

資源・民間資源を有効活用し効率化をはかりながらコスト低減

を実現するデジタル国家・スマートアイランド発展をめざしてい

る。各種PPP協力手法のなかでも、サービス外部委託を発展の

軸とするPFI制度は政府が毎年の経費予算を調整し、サービス

の持続的経営を支えるものとして成功している手法のひとつで

ある。但し台湾ではまだPFI関連法律がなく、英国や日本のよう

に法整備された状態での計画実行ができない。そのため、ス

マートシティ計画はPFIの「サービス購買・長期契約・民間資金

と技術の導入」方針に沿って計画を採用し、中央部署の年初経

費補助終了後、地方政府1が住民に有益なスマート応用公共

サービスへの予算が適切に投入され、サービスの持続的経営目

標達成を目指している。

 

　各地方政府が公共サービスへの技術導入で直面する問題と

して、主に新サービス導入予算不足・サービス維持費用調達が

毎年必要になる・サービス品質保証が困難である、といった三

項目が挙げられる。そのため2019年にスマートシティ計画実施

チームが「PFIに基づく地方政府へのスマート応用サービスの導

入」の具体的マニュアルを作成した。この中には、地方政府内各

部門の資源統合によるコスト削減や、将来外部にサービス展開

する場合の知的財産としてのリベート収入といった、政府がデー

タ利用サービスを業者に提供することによる全体的なコスト削

減といった手法も含まれており、地方政府のスマート応用サービ

ス導入成功に役立つものとなっている。

官民連携によるスマートシティの新たなビジネスチャンス

前述の手法でスマート応用サービスを導入することで、長期

サービス契約・民間資金活用や技術導入、およびデータの長期

間蓄積といった特長がそなわり、持続経営の目標を達成可能と

なる。また公共事業となることで経費不足の問題も解決できる。

スマート公共サービス導入後は当初目標の行政サービス効率

化や質の向上のほかに、ビッグデータ分析やAIディープラーニ

ングといった応用への発展も期待でき大規模ビジネスが生まれ

る可能性がある。

　各地方政府部門で必要なサービスや課題を分析すると、地

域全体を網羅するネットワークインフラや各種サービスプラット

フォームを建設することで、インフラ構築の全体的コストを下げ、

長期間の統一規格データ収集で得たビッグデータ分析を応用

サービス発展形として提供することが可能になる。日本と比較す

ると台湾のスマートシティの発展はまだ始まったばかりであり、

技術研究開発や公共部門への応用サービス導入に関するイノ

ベーションで日台企業が協力する取り組みは、新たなビジネス

チャンスの可能性がある。特に、スマート応用サービスを公共部

門が革新的方式で導入することで、スマート応用サービスの今

後の発展計画がより明確になり、業者にとっても運営リスクが低

減されるメリットが期待できる。

（王君羽：c7-wang@nri.co.jp）

 

図１「スマートシティ生活応用発展計画」内容

出典：スマートシティ生活応用発展計画、NRI作成
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出典：內閣府PPP/PFI推進室，NRI作成

  1 台湾の「県」や「市」は日本の「都道府県」に相当。

図２ 民間資金活用事業 (Private Finance Initiative, PFI)
　　推進基本理念


